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ヤフー、2021年3月末までの「100％電子サイン化」目標に協

力いただいている取引先を公開

協力企業・事業者一覧

ヤフー株式会社（以下、Yahoo! JAPAN）は、2020年5月に発表した「2021年3月末までに民

間取引先との契約手続きを100％電子サイン化」（※1）の目標達成に向けて、電子サインでの

契約手続きに協力いただき、企業名の公開をご了承いただいた取引先を公表しました。

Yahoo! JAPANと電子サインで契約手続きしていただいている企業を公表することで、日本全体

の電子サインの導入促進につながるよう今後も取引先とともに普及啓発に努めていきます。

■本件の概要

Yahoo! JAPANでは、コロナ禍において出社を余儀なくされる紙への押印をなくし、加えて、デ

ジタル技術で社会をより良く変えていくデジタルトランスフォーメーションを推進するため、契

約手続きの「100％電子化」を目標にすると昨年発表しました。

発表時には22％の電子サイン化率からのスタートでした。さまざまな契約種類の書式を順次電

子化対応し、また紙の契約書で締結している取引先へ契約書を送付する際に、次回から電子サイ

ンでの対応を案内するパンフレットを封入するなど地道な活動を通じて、徐々に電子サインでの

手続きにご賛同いただける取引先が増えています。

結果、2020年12月時点での電子サイン化率は73％となりました。取引先の事情により電子サ

インを導入できない契約を除くと、98％の電子サイン化率となります。

今回、企業名の公開をご了承いただいた76社を協力企業・事業者として発表しました。Yahoo!

JAPANと電子サインで契約手続きいただいている企業は他にも数多くあります。これらの企業

ならびに新たにご協力いただける取引先を増やすことで「100％電子化」の目標を達成すべく努

めてまいります。

■進捗状況

■電子サインの推進

電子サインを活用した電子契約は、契約当事者の両方にメリットがあります。

・締結までの時間を短縮できる
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～2020年12月時点での進捗は73％、規模の大小や業態を問わ

ず多くの取引先が電子サインを導入 ～



・紙の契約書の捺印手続きが不要になるため、捺印のために出社する必要がなくなる

・PCやスマートフォンなどで対応できるため時間と場所の制約を受けない

・印刷、製本、郵送、保管などの手間・費用がかからない

・契約書をデータで保管するため、紛失・漏洩（ろうえい）リスクが低くなる

契約手続きの電子化は相手である取引先の理解と協力が不可欠です。Yahoo! JAPANは、今後も

電子サインのメリットを世の中に伝え、コロナ禍での新しい働き方の推進やデジタル技術を活用

した社会を実現するための一助となるよう努めてまいります。

Yahoo! JAPANの趣旨にご賛同いただき、電子サインに対応するため社内規定を変更するなど、

多大な協力をいただいている取引先に感謝の意を表するとともに、以下に協力企業・事業者とし

て公表いたします。

100％電子サイン化の協力企業・事業者［計76企業・事業所］
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注釈

・掲載の許可をいただいた企業名を50音順で掲載しています

・一部の相手先のみまたは一部の契約手続きのみ電子サイン化に対応している企業・事業者様も

ございます

※1 ヤフー、民間取引先との契約手続きの「100％電子サイン化」に着手


